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明治安田生命保険相互会社（執行役社長 根岸 秋男）は、２０１５年８月２日から、介

護保障を組み込んだ一時払終身保険「パイオニアケアプラス」＜５年ごと利差配当付介護

終身年金保障保険＞を発売します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

超高齢社会の進展に伴い、公的介護保険制度における要介護認定者数はますます増加

傾向にあり、介護に対する不安は高まっていますが、その一方で、民間の介護保険を活

用した私的準備は進んでおりません。このような状況をふまえ、“万一”への保障に、

いつなるか、いつまで続くかわからない“介護”への保障を組み込むことで、一生涯に

わたり２つの安心をお届けする保険「パイオニアケアプラス」を発売します。 

 

万一の場合には、払い込まれた保険料を上回る死亡給付金をお受取りいただけるほ

か、所定の要介護状態に該当した場合には、その後の状態にかかわらず、継続的にかか

る介護費用などに充てるための年金を一生涯にわたってお受取りいただけます。 

 

また、急な資金がご入用となった場合には、解約返戻金を活用いただくこと等もでき

ます。 

 

当社は、今後も「お客さまにわかりやすく、長期にわたり安心感のある商品」のいっ

そうの充実に取り組んでいきます。 

 

 

～「お客さまにわかりやすく、長期にわたり安心感のある商品」の充実に向けて～ 

「パイオニアケアプラス」の発売について 



 １．「パイオニアケアプラス」開発の背景 

 

 

超高齢社会の進展に伴い、要支援・要介護の認定者数は増加傾向にあり、今後も増加し

ていくことが予想されています。 

要支援・要介護認定者数 

※国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成２４年１月推計）」および厚生労働省「介護給付費実態

調査月報（平成２２年１１月審査分）」をもとに、株式会社 明治安田生活福祉研究所が推計 
 

 

男女とも約９割の方が介護に対して不安を感じています。 

自身の介護に対する不安の有無 

※生命保険文化センター 平成２５年度「生活保障に関する調査」より当社作成 
 

 

民間の介護保険への加入が進んでいない理由として、「医療保障や死亡保障に比べ、介護

保障の優先度が低い」ことがあげられます。 

自分が加入する保険で優先する保障 

※当社調べ（２０１４年５月実施。４０～６０代の生命保険加入者５４５名を対象に WEB 調査） 

このような状況をふまえ、万一の保障に介護保障を組み込むことで、私的準備を進めに

くい介護保障についても、万一の保障と同時に準備ができる「パイオニアケアプラス」を

開発しました。  
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障害などで就労や家事ができなくなった場合の保障（生活保障）

万一の際の遺族のための保障（死亡保障）

病気やケガで入院したり、手術した場合の保障（医療保障）

１．要支援・要介護認定者数の推移 

２．お客さまの介護に対する意識 

３．民間介護保険を活用した私的準備が進んでいない理由 

 



 ２．「パイオニアケアプラス」の特徴・しくみ・保険料、解約返戻率例 

 
 
 
 
Ⅰ．死亡保障が一生涯続きます（注１） 

 万一の場合には、一時払保険料を上回る死亡給付金をお受取りいただけます。   
 
Ⅱ．所定の要介護状態に該当した場合には、一生涯にわたり年金をお受取りいただけます 

ご加入後に所定の要介護状態に該当した場合には、その後の状態にかかわらず、継続

的にかかる介護費用などに充てるための年金を一生涯にわたりお受取りいただけます。 

また、介護終身年金は公的介護保険制度に連動してお支払いするため、ご請求の際に

わかりやすい支払事由となっています。 
 
Ⅲ．急な資金準備にも対応いただけます 

解約返戻金（注２）を活用することで急な資金準備にも対応いただけます。 
 

（注１）介護終身年金の年金開始後は、死亡給付金額は逓減し、第１０回の介護終身年金のお支払い以降は、死亡給

付金のお支払いはありません 

（注２）ご加入後、一定期間が経過していない場合には、払い込まれた保険料を下回る場合があります 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

【保険料例】 
契約 

年齢 

介護終身年金年額１００万円（死亡給付金額１,０００万円）

男性 女性 

４０歳 828.0 万円  833.6 万円  

５０歳 877.3 万円  884.9 万円  

６０歳 923.2 万円  934.5 万円  

【解約返戻率例（男性の例）】 

契約 

年齢 

経過年数 

５年後 １０年後 １５年後 ２０年後 

４０歳 99.2％ 102.2％ 105.1％ 107.7％ 

５０歳 99.1％ 101.7％ 103.9％ 105.7％ 

６０歳 98.7％ 100.5％ 102.0％ 103.3％ 
（注３）２０１５年８月２日時点の料率を用いて計算 

（注４）保険料は千円未満を切り上げ表示、解約返戻率は小数点第２位を切り捨て表示 
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 ３．保障内容・主な取扱い 

 

 
 

種類 支払事由 年金額・給付金額 

介護終身 

年金（注５） 

１．第１回の介護終身年金 

被保険者が責任開始時以後に発病した疾病または発

生した傷害によって、次のいずれかの要介護状態に該

当したとき 

（１）公的介護保険制度の「要介護３、４または５」

と認定され、その効力が生じたとき 

（２）寝たきり・認知症による要介護状態が１８０日

以上継続したと医師により診断確定されたとき 

介護終身年金年額 

２．第２回以後の介護終身年金 

上記の第１回の介護終身年金が支払われた場合で、被

保険者が年金支払日（注６）に生存しているとき 

死亡 

給付金 
被保険者が死亡したとき 別表に定める金額（注７）

（注５）将来の介護終身年金は一時金でのお受取りも可能です（ただし、一時金のお受取り以降は、死亡給付金は 

お受取りいただけません） 

（注６）第１回の介護終身年金の支払事由発生日の年単位の応当日 

（注７）死亡給付金額は以下のとおり 

年金開始前 介護終身年金年額×１０ 

年金開始後 介護終身年金年額×（１０－介護終身年金を支払った回数）（注８） 

（注８）第１０回の介護終身年金のお支払い以降は、死亡給付金のお支払いはありません 

 
 

 

契約年齢範囲 ４０～８０歳（満年齢４０歳未満は取り扱いません）（注９） 

保険料払込方法 一時払のみ 

介護終身年金年額の範囲 １２万円～１,０００万円 

 （注９）今後、料率改定により予定利率が低水準となる場合には、契約年齢上限が８０歳未満に制限される場合があり 

ます 

 
 

 

 

以 上 

このニュースリリースは保険募集を目的としたものではありません。詳細は、商品発売以降、商品パ

ンフレット等でご確認ください。 

１．保障内容 

２．主な取扱い 


